
計画額 計画額 計画額 計画額 計画額

0 2 1 0 3 23 60 94 111 116

0.0 66.7 33.3 0.0 100.0 (2) (2) (2) (2) (2)

0 4 0 0 4 0 0 0 0 0

0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 (0) (0) (0) (0) (0)

0 6 1 0 7 23 60 94 111 116

0.0 85.7 14.3 0.0 100.0 (2) (2) (2) (2) (2)

3 4 1 2 10 0 7 7 9 9

30.0 40.0 10.0 20.0 100.0 (0) (7) (7) (7) (7)

3 1 0 0 4 11 12 11 11 11

75.0 25.0 0.0 0.0 100.0 (31) (31) (31) (32) (32)

3 2 2 20 27 16 57 115 142 152

11.1 7.4 7.4 74.1 100.0 (8) (8) (8) (8) (8)

9 7 3 22 41 27 75 132 162 172

22.0 17.1 7.3 53.7 100.0 (39) (46) (46) (47) (47)

1 3 0 0 4 0 0 0 0 0

25.0 75.0 0.0 0.0 100.0 (0) (0) (0) (0) (0)

2 1 0 0 3 0 0 0 0 0

66.7 33.3 0.0 0.0 100.0 (0) (0) (0) (0) (0)

1 3 1 0 5 0 0 26 26 26

20.0 60.0 20.0 0.0 100.0 (0) (0) (25) (25) (25)

0 3 0 0 3 17 169 460 585 1,055

0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 (76) (229) (390) (745) (1,127)

4 10 1 0 15 17 169 485 611 1,080

26.7 66.7 6.7 0.0 100.0 (76) (229) (415) (771) (1,152)

○定員適正化計画の推進
○時間外勤務の縮減

(2,567)

主な取組
(計画)

主な取組
(実績)

（）内の年度は効果額発生年度

○各種団体の自立支援
○自治集会所として使用する公の施設の譲渡

○任意団体の事務局事務の廃止３団体、移管４団体（H28）
○任意団体の事務局事務の廃止６団体、移管13団体（H29）
○任意団体の事務局事務の移管12団体（H30）
○任意団体の事務局事務の廃止３団体、移管７団体（R1）
○任意団体の事務局事務の廃止３団体、移管２団体（R2）
○自治集会所の譲渡・無償貸付
※H28からの積上げで算定

○シルバー乗車証等制度のあり方の検討
○政策評価の実施

○シルバー乗車証等制度の廃止（H29）
○事業の統合　２事業（R1）
※H29からの積上げで算定

○学校給食調理業務の民間委託等の検討 ○西部第二学校給食センターの調理業務委託（H28）
○大東学校給食センターの調理業務委託（R1）
※H28からの積上げで算定

○指定管理者制度の導入 ○藤沢市民センター（H28）
○一関市民センターほか５か所（H29）
○文化伝承館・舞川市民センターほか３か所（H30）
○室根農林水産物産地直売・交流促進施設（H30）
○涌津市民センターほか４か所（R1）
○弥栄市民センターほか３か所（R2）
※H28からの積上げで算定

○上下水道業務執行体制の見直し ○水道業務の組織統合に伴う職員数の削減１人（H30）
○下水道業務の集約に伴う職員数の削減２人（H30）
※H28からの積上げで算定

(76)

行政改革の主な取組と財政効果額〈第３次集中改革プラン〉

□協働によるまちづくりの推進

□業務改革の推進

□人材育成の推進と組織体制の見直し

○職員数の削減２人（H28）
○職員数の削減11人（H29）
○職員数の削減33人（H30）
○職員数の削減22人（R1）
○職員数の削減41人（R2）
○時間外勤務の縮減（H29,H30,R2）
※H28からの積上げで算定

(10)

自助・共助に
よるまちづく
りの推進

0

(0)

(225)

指定管理者制
度の活用

482

(42)

②　小　計

2,362

定員管理及び
職員給与の見
直し

(2,643)

　（下段の計画額はプラン策定時の見込み額）

改革項目 Ｈ28

決算額

Ｈ29

決算額

協働の推進

①　小　計

民間委託等の
推進

55

(156)

事務事業の再
編・整理

31

(27)

404

(10)

404

R２年度自己評価別件数（単位：件）
※下段は総計に対する割合（単位：％）

検討終
了

完了 順調 遅延 総計

568

0

(0)

窓口業務等行
政サービスの
向上

0

(0)

③　小　計

職員の人材育
成と意識改革

組織機構の見
直し

77

2,285

H30

決算額

R1

決算額

R2
決算額

5か年度

合計

効果額（単位：百万円）

1

資料Ｂ



計画額 計画額 計画額 計画額 計画額

主な取組
(計画)

主な取組
(実績)

（）内の年度は効果額発生年度

改革項目 Ｈ28

決算額

Ｈ29

決算額

R２年度自己評価別件数（単位：件）
※下段は総計に対する割合（単位：％）

検討終
了

完了 順調 遅延 総計

H30

決算額

R1

決算額

R2
決算額

5か年度

合計

効果額（単位：百万円）

3 5 1 1 10 10 23 49 47 59

30.0 50.0 10.0 10.0 100.0 (10) (19) (33) (41) (50)

1 0 0 0 1 44 59 81 92 94

100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 (44) (51) (69) (87) (105)

2 3 4 2 11 65 91 100 38 123

18.2 27.3 36.4 18.2 100.0 (70) (76) (134) (77) (138)

2 3 2 2 9 7 12 45 56 65

22.2 33.3 22.2 22.2 100.0 (7) (7) (8) (8) (8)

4 4 2 0 10 51 101 21 68 50

40.0 40.0 20.0 0.0 100.0 (24) (92) (30) (28) (116)

12 15 9 5 41 178 286 296 300 391

29.3 36.6 22.0 12.2 100.0 (155) (244) (275) (241) (417)

 17  68  137  215  232

(0) (0) (  25) (  25) (  25)

25 38 14 27 104 227 522 871 969 1,528

24.0 36.5 13.5 26.0 100.0 (272) (520) (712) (1,036) (1,593)

・　⑤職員削減の重複分は、民間委託などの推進や指定管理者制度の導入などによって削減された職員数の効果額が重複して計上されていることから、それを差し引くものです。
・　金額は100万円未満の数を四捨五入しているため、内訳と各計が一致しない場合があります。

⑤職員削
減の
重複分

効果額
合計
（A+⑤）

合　計
（①+②+③+④）A

④　小　計

○補助金等の見直し

□持続可能な行財政基盤の確立
○内部管理事務費削減
○庁舎維持管理コストの縮減
○公用車の縮減
○庁舎警備のあり方の検討　など

○内部管理事務費削減
○光熱水費の削減（R1,R2）
○公用車の台数削減５台（H28）
○公用車の台数削減１台（H29）
○公用車の台数削減２台（R2）
○千厩支所の機械警備導入（H29）
○花泉支所の機械警備導入（H30）
※H28からの積上げで算定

○下水道への接続数増等に伴う繰出金の減（H28,H29,R1）
○料金収入の確保（H28,H29,H30,R2）
※単年度ごとの実績で算定

(356)

効果を重視し
た事業の実施

188

(152)

財源の確保

418

(495)

地方公営企業
等の経営健全
化の推進

290

(290)

公共施設等マ
ネジメントの
検討

185

補助金等の整
理合理化

370

4,116

(4,133)

 669

(  76)

(38)

1,451

(1,332)

○補助金等の５％縮減
○補助金等の廃止４件（H28）
○補助金等の廃止９件（H29）
○補助金等の廃止７件（H30）
○補助金等の廃止７件（R1）
○補助金等の廃止４件（R2）
※H28からの積上げで算定

○収納率向上・滞納防止対策等の実施
○遊休資産等の売却
○宅地分譲地の売却の促進

○収納率向上・滞納防止対策
○遊休資産　土地・建物売払い、物品売払い（R2）
○宅地分譲　サンヒル柴宿４区画（H28）
○宅地分譲　サンヒル柴宿２区画（H29）
○宅地分譲　サンヒル柴宿３区画（H30）
○宅地分譲　サンヒル柴宿２区画（R1）
○宅地分譲　サンヒル柴宿１区画（R2）
※単年度ごとの実績で算定

○学校規模の適正化による望ましい教育活動の展開と教育環境の整備
○保育施設等の配置及び運営方法の見直し　など

○厳美小学校、本寺小学校の統合（H30）
○厳美中学校、本寺中学校の統合（H30）
○千厩、小梨、奥玉、磐清水、清田小学校の統合（H30）
○上折壁児童館、津谷川保育園の廃止（室根こども園へ統合）（H28）
○磐清水児童館（保育型）廃止（H29）
○本寺保育園、磐清水児童館（健全育成型）廃止（H30）
○長坂保育園、げいび幼稚園の統合（認定こども園化）（R1）
○市野々保育園の廃止（R2）
○川崎農業活性化センターの廃止（R2）
※H28からの積上げで算定

○下水道事業、農業集落排水事業への繰出金の見直し
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